










はじめに

周産期医療の直接担当者としては医師・助産婦・看護婦等の職種のものがあげられるが、

なかでも医師とくに産婦人科医および小児科医が中心的な役割を果たすことはいうまでも

ない。

産科医は母体・胎児の健康管理にあたり、早期新生児期の管理をも多く負担していため、

その数の推移により周産期医療の質が左右される可能性が大きい。また周産期医療の特殊

性から担当医師の年齢による activity の差が大きいので医師の年齢の年齢層の推移も将

来予測として重要な意味をもつ。

今回われわれはいくつかの資料から、産婦人科医師に限定してその数、年齢層の推移を検

討し、周産期医療システムの将来像についての基礎的データとすることを試みた。

1.医師全体数の供給源としての医科大学入学募集定員の推移

医科大学および大学医学部の入学募集定員数は 1980 年をピークとして定員削減の方向に

向いているが、今後極端な削減がない限り、毎年 7,500 名前後の卒業数が継続することに

なる。

2.全医師数の実数と人口あたり比

上記の供給を前提として、2050 年までの推計を行ってみると、医師数は現在の約 2 倍、

人口十万対の医師数も約 2倍の 340 人ということになる。

3.全医師数のうちの産婦人科医師の割合

1986 年の調査によれば、医療施設の従事医師延数は全医師数が 183,129 名に対し、産婦

人科(婦人科のみの医師も含む)15,659 名で約 8.6%に相当する。現在の診療科別の医師構

成割合を維持するためには、卒業生のうち 8～9%のものが産婦人科医師にならなければ充

当できないことになる。

4.産婦人科学会認定医制度よりの検討

日本産科婦人科学会は、1987 年より日本母性保護医協会の協力のもとに認定医制度を発

足させた。これにより、従来からの産婦人科標榜の医師はほとんどが日本産婦人科学会の

認定医に登録され、研修中の医師も研修登録がされているので、その実態把握が容易とな

った。人数については 1989 年の時点で12,686 名であり、これは日本産婦人科学会会員の

79%、日本母性保護医協会会員の 92%であるので、ほぼ産婦人科臨床医の数を代表すると

考えてよいであろう。

5.現認定医の年齢層分布

1989 年の時点での年齢分布では 60～64 歳のところが最多で、周産期医療に activity を

発揮できる 30～40 歳代のものが少なく、しかも、若年ほど減少していることが不安に感

じられる。



6.研修登録医の数

今後認定医となって活躍する予定の研修医師数は産婦人科臨床研修指導施設よりの登録で

把握される。1988 年以後の年次別、地域別の研修医登録数は毎年約 350 名前後であるが、

これも年度ごとに減少の傾向が窺われる。

7.考察および結論

現在の認定医(産婦人科臨床医師)の中核をなすのは 60 歳を超えるグループであり、周産

期医療の先端を担当するには体力的に不十分である。今後の医師数の充当を認定医受験者

の面からみると、年間約 300 名の補充が期待できるが、これも医科大学卒業生の約 4.5%

であり、現在の施設の医師構成割合からいっても不十分になる可能性が大きい。こうした

human resource の変化を見越したシステム化の対応が迫られているのが実情である。


